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補助金評価シート

区分 重点・重点以外 補助根拠 法令補助 ・ その他補助 開始時期 令和2年4月1日 終期 令和5年3月31日

補 助 事 業 名

[下段に制度概要を記載]

公益財団法人新潟観光コンベンション協会運営事業補助金

本市及びその周辺地域の有する文化的、社会的、経済的特性を生かし、観光客及びコンベンションの誘致等
を行うことにより、本市及びその周辺地域における観光及びコンベンションの振興を図り、もって国際相互
理解の増進並びに地域経済の活性化及び文化の向上に資することを目的とする、同協会に対する補助金。

款 ・ 項 ・ 目 商工費　商業費　観光費

所属 等 観光・国際交流部　観光政策課　　電話025-226-2608

年　　　　　度 　　令和２年度（１年目） 　　令和３年度（２年目） 　　令和４年度（３年目）

予算額等
の推移

予算(千円) 151,658 134,052 150,432

決算(千円) 143,828 115,542 150,432

補　　助　　率 57.9% 62.0% 50.9%

目　　　　　標

新潟市の特性や魅力を活かした、観光キャンペーンやセールス活動を首都圏を中心に展開
し、交流人口の拡大を図る。
＜目標が数値でない場合の評価方法＞
事業報告書（事業実績）や入込客数などを総合的に判断し、新潟市の交流人口拡大に寄与しているかを評価
する。

達成率 50%以上

達成率 80%以上

達成率100%以上

達成率 50%未満

「新潟を知ってもらう」、「新
潟に来てもらう」、「新潟に満
足してもらう」の３つの柱に基
づき、①「食と花と酒」、「み
なとまち文化」「豪農文化」を
活かした観光コンテンツの充
実、②都市の拠点性を活かした
広域的な連携による国内外から
の誘客、③コンベンション関係
機関やＭＩＣＥ支援策を活用し
た「ＭＩＣＥ」誘致の推進を軸
に、国内外からの観光客の誘客
促進、コンベンションの誘致に
向けた各種事業を実施し、本市
の観光誘客およびＭＩＣＥ誘致
推進に大きく寄与した。

「新潟を知ってもらう」、「新
潟に来てもらう」、「新潟に満
足してもらう」の３つの柱に基
づき、①「食と花と酒」、「み
なとまち文化」「豪農文化」を
活かした観光コンテンツの充
実、②都市の拠点性を活かした
広域的な連携による国内外から
の誘客、③コンベンション関係
機関やＭＩＣＥ支援策を活用し
た「ＭＩＣＥ」誘致の推進を軸
に、国内外からの観光客の誘客
促進、コンベンションの誘致に
向けた各種事業を実施し、本市
の観光誘客およびＭＩＣＥ誘致
推進に大きく寄与した。

①「『食と花』、『みなとまち
文化』を軸とした観光地域づく
りの推進」②「新潟を拠点とし
た広域観光エリアの形成」③
「国内、海外を視野に入れたＭ
ＩＣＥ』都市の誘致推進支援事
業」の３つの柱に基づき、国内
外の観光誘客およびコンベン
ションの誘致に向けた各事業を
実施し、交流人口の拡大に寄与
する。

目標が非数値化

※取扱基準に記
載した評価手法
に基づく達成度
について記入し
てください

補助事業者による情報の公表 ホームページ
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（
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標
）

評価欄

チェック

補助対象経費は事業の直接経費となっているか ○ 指標の推移が維持・向上しているか ○

補助率は１／２以内か × 補助事業者による情報の公表は適正に行われているか ○

補助額が5万円以上になっているか ○ 目標は数値化されているか ×

収入が過充当になっていないか(繰越金が生じていないか) ○ 目標は補助金の成果を検証しやすい設定か ×

①～③の評価理由　※目標未達成の原因分析に該当の場合はその要因を踏まえて今後どうするのかを記載すること
観光誘客やコンベンション誘致などの公益を目的とした当該団体の活動は、交流人口の拡大、地域経済の活性化に大
きく寄与している。また、コロナ禍においても，感染症に対応したコンベンション助成の充実を図るなど、観光客及
びコンベンションの誘致事業により、地域経済活性化に貢献している点は評価できることから、引き続き財政支援を
行う。

 ×になった項
目に対する今

後の取組

＜ａ～ｆにおける取組＞
観光誘客やコンベンション誘致などの公益を目的とした当該団体の運営や事業に係る費用を自主財源で賄うことは困難であり、今後も市の財政支援は
必要であるが、資産の有効活用や旅行商品の企画・造成・販売等を通じて、さらなる自主財源確保に努めるよう求めていく。

＜ｇ～ｈにおける取組＞
観光誘客やコンベンション誘致などの公益を目的とした当該団体の運営や事業に係る費用を自主財源で賄うことは困難であり、今後も市の財政支援は
必要であるが、資産の有効活用や旅行商品の企画・造成・販売等を通じて、さらなる自主財源確保に努めるよう求めていく。

目標未達成の
原因分析

＜期間（3年）を通して目標達成率80％未満の場合，なぜ達成できなかったか＞

　①　拡充 ・ 改善（　補助率，補助額，補助対象経費，その他　）　 　②　継続　 　③　廃止


